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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 2,292,385 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 22,194 人

団体名 宮城県 面積 7,282.29 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 467,579,649 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 040002 類似団体区分 B 実質公債費率 12.9 ％

将来負担比率 161.9 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 2,508,645 2,523,806 2,510,732 2,523,806 純経常行政コスト 778,001 717,403 680,906 685,562

負債 1,930,764 1,885,780 1,864,698 1,857,715 純行政コスト 943,456 813,770 791,416 755,116

資産 2,702,153 2,719,980 2,713,562 2,876,153 純経常行政コスト 773,580 711,987 856,491 872,979

負債 2,049,283 1,998,570 1,970,824 2,096,745 純行政コスト 938,673 808,731 967,038 932,099

資産 2,946,773 2,958,213 2,952,182 3,111,990 純経常行政コスト 771,120 712,885 861,100 874,743

負債 2,214,064 2,156,531 2,124,447 2,246,848 純行政コスト 935,309 808,488 965,676 933,366

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
△ 14,603 57,647 7,624 20,623 業務活動収支 △ 12,589 26,959 31,707 31,620

△ 15,686 60,145 8,009 20,056 投資活動収支 14,175 △ 27,644 △ 49,257 △ 21,439

577,881 638,026 646,034 666,091 財務活動収支 △ 14,879 △ 3,740 △ 7,643 △ 6,470

△ 8,329 64,193 20,939 36,998 業務活動収支 1,033 40,798 48,270 45,444

△ 9,847 68,542 21,327 36,669 投資活動収支 11,490 △ 33,047 △ 55,821 △ 25,643

652,869 721,411 742,738 779,407 財務活動収支 △ 22,283 △ 9,271 △ 12,029 △ 13,776

△ 3,908 64,860 25,474 39,386 業務活動収支

△ 5,280 68,973 26,053 37,407 投資活動収支

732,709 801,682 827,735 865,142 財務活動収支

・一般会計等において、税収等と国等補助金をあわせた財源775,738百万円が純行政コスト755,116百万円を上回ったことにより、本年度差額が20,623百万円となってい
る。そこから純資産変動額を加えた年度末純資産残高は666,091百万円となり、前年度末から20,057百万円増加となっている。
・財源のうち税収等は令和元年東日本台風対応事業等に対して交付される特別交付税の増加などにより前年度末から3,429百万円増加し、564,935百万円となっている
一方、国等補助金は前年度末から26,731百万円減少の210,804百万円となり復興事業の進捗による国からの補助金減少などが影響している。

・一般会計において業務活動収支は前年度末と同程度のプラス31,620百万円、投資活動収支は復旧・復興のハード整備が落ちついてきており，公共施設等整備
支出が減少したことから前年度末から27,818百万円改善しマイナス21,439百万円、財務活動収支は新たな地方債の発行を抑制し、地方債の償還をおこなったこと
から前年度末から1,173百万円増加し、マイナス6,470百万円となっている。

分析： 分析：

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

・一般会計等において、資産総額は2,523,806百万円で、うち有形固定資産が1,779,102百万円と70.5%を占めている。
・流動資産において基金を令和元年度東日本台風被害と新型コロナウイルス感染症対策などに活用するため取り崩しを行ったことにより前年度から395百万円減少した
一方、東日本大震災の復興事業による工事完成などから、有形固定資産が前年度末から14,373百万円増加している。
・負債総額は1,857,715百万円で、主に一年以内償還地方債の減少により、前年度末から6,983百万円減少となっている。

・一般会計等において、純行政コストは755,116百万円で、そこから臨時損失及び利益を除いた純経常行政コストは685,562百万円と前年度から4,656百万円増加し
た。
・純行政コストの内訳としては、経常費用712,393百万円と経常収益26,831百万円となっており、経常費用のうち人件費等の業務費用は342,811百万円、補助金や
社会保障給付等の移転費用は369,583百万円となっている。
・移転費用のうち最も金額の大きいものは補助金等の343,167百万円となっており、純経常行政コストの50.1%を占めている。その要因としては、東日本大震災から
の復興事業による所有外資産（国道、河川及び防潮堤など）形成にかかる事業終了により建設仮勘定からの費用振替が一定割合あることによるものである。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

分析： 分析：

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
250,864,482 252,380,566 251,073,237 252,380,605 2,508,645 2,523,806 2,510,732 2,523,806 1,062,295 1,091,734 1,125,356 1,163,137

2,319,438 2,312,080 2,303,098 2,292,385 1,599,300 1,487,574 1,379,232 1,317,314 2,027,728 2,077,581 2,127,113 2,205,797

108.2 109.2 109.0 110.1 1.57 1.70 1.82 1.92 52.4 52.5 52.9 52.7

97.1 89.5 89.8 91.2 2.34 2.29 2.33 2.34 57.2 60.7 61.6 62.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
577,881 638,026 646,034 666,091 1,028,145 1,014,868 1,000,158 991,369 94,345,634 81,376,963 79,141,621 75,511,579

2,508,645 2,523,806 2,510,732 2,523,806 1,683,912 1,742,587 1,766,923 1,781,657 2,319,438 2,312,080 2,303,098 2,292,385

23.0 25.3 25.7 26.4 61.1 58.2 56.6 55.6 40.7 35.2 34.4 32.9

14.3 11.9 12.0 13.0 57.5 59.4 59.5 59.1 27.8 25.1 25.3 25.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
193,076,407 188,577,982 186,469,801 185,771,531 △ 1,069 36,882 40,470 39,262 30,264 30,437 32,247 26,831

2,319,438 2,312,080 2,303,098 2,292,385 △ 24,393 △ 63,598 △ 46,902 △ 20,150 808,265 747,840 713,153 712,393

83.2 81.6 81.0 81.0 △ 25,462 △ 26,716 △ 6,432 19,112 3.7 4.1 4.5 3.8

83.2 78.8 79.0 79.3 5,776.9 26,658.9 33,719.2 20,856.8 4.3 4.3 4.4 4.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

・受益者負担比率において類似団体平均をやや上回るが、今
後東日本大震災による復興事業等により資産が増加しており
それにかかる維持補修費や減価償却費等が増加することが
明白なため、引き続き経常費用の縮減に務める必要があると
考えている

４．負債の状況

・住民一人当たりの負債額において前年度と同等規模である
が、依然として類似団体平均より高い水準にある。要因として
は、人口が前年度と比べ10,713人減少しており初めて1万人を
超える減少となっているためと考えられる
・基礎的財政収支において前年度比25,544百万円増の19,112
百万円となった。その要因としては旧・復興事業のハード整備
が落ち着いてきていることから，投資活動収支のうち公共施設
等整備費支出の減少が影響しているものと考えられる

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

・住民一人当たりの行政コストにおいて平成28年度より類似団
体平均より高い状況が続いている。その要因としては、東日本
大震災による所有外資産への復興事業などが影響している
が、復興事業の進捗により年々その乖離幅は縮小傾向にある

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

・純資産比率において前年度より0.7%増加し、類似団体平均と
比較しても高い状況となっている。これは、東日本大震災以降
の施設整備や基金造成等の影響により、地方債の発行などの
負債額増加が抑制されているためと考えられる
・将来世代負担比率において前年度から1%減となっており、平
成29年度から類似団体平均より低くなっている。要因としては
国等補助金や税収等の財源等を活用し、地方債発行が抑制さ
れているためと考えられる

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

・住民一人当たり資産額において復興事業による資産形成が
進んだことにより、類似団体平均より高くなっていると考えられ
る。
・歳入額対資産比率において類似団体平均より低くなっている
のは、東日本大震災の復興事業及び令和元年東日本台風に
よる国からの補助金等が歳入総額に含まれており、資産に比
べ歳入総額が大きくなっているためと考えられる。
・有形固定資産減価償却率において類似団体平均より約10%
低くなっているのは、東日本大震災の復興事業による資産形
成が進んだためと考えられる
・本県では、平成28年度に策定した宮城県公共施設等総合管
理方針に基づき、施設新築に当たり将来の人口構造の変化等
を踏まえた、長期・総合的な観点から検討を行うとともに、既存
施設は、長寿命化や施設の積極的な統廃合による施設総量
の適正化を検討しており、財政負担軽減に努めている

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

120

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

住民一人当たり資産額（万円）

当該値 類似団体平均値

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

歳入額対資産比率（年）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

有形固定資産減価償却率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

純資産比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

将来世代負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

住民一人当たり行政コスト（万円）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

住民一人当たり負債額（万円）

当該値 類似団体平均値

0

1

2

3

4

5

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

受益者負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

△ 80,000

△ 60,000

△ 40,000

△ 20,000

0

20,000

40,000

60,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

基礎的財政収支（百万円）

業務活動収支 投資活動収支 当該値 類似団体平均値

9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 7,390,054 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 56,756 人

団体名 埼玉県 面積 3,797.75 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 1,201,498,278 千円 連結実質赤字比率 － ％ × ○ ×

団体コード 110001 類似団体区分 B 実質公債費率 11.1 ％

将来負担比率 185.5 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 5,231,419 5,223,410 5,198,725 6,091,821 純経常行政コスト 1,536,810 1,474,952 1,519,903 1,528,599

負債 5,101,279 5,104,210 5,113,244 5,080,588 純行政コスト 1,541,331 1,476,919 1,517,060 1,528,087

資産 6,597,543 6,416,743 6,411,898 7,291,248 純経常行政コスト 1,534,787 1,467,760 2,092,299 2,088,268

負債 5,981,675 5,973,829 5,982,549 5,917,344 純行政コスト 1,539,805 1,469,543 2,089,894 2,089,394

資産 6,761,594 6,567,093 6,560,359 7,456,724 純経常行政コスト 1,532,895 1,460,458 2,084,207 2,080,814

負債 6,077,251 6,065,930 6,080,813 6,030,761 純行政コスト 1,538,117 1,462,245 2,082,065 2,082,055

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
△ 59,405 △ 8,883 △ 33,719 △ 26,600 業務活動収支 3,513 21,309 △ 3,669 17,587

△ 59,405 △ 10,939 △ 33,719 925,752 投資活動収支 △ 41,807 △ 43,616 5,596 20,903

130,140 119,200 85,481 1,011,233 財務活動収支 36,894 21,982 26,596 △ 16,637

△ 47,540 △ 165,710 △ 8,064 △ 16,248 業務活動収支 31,347 71,954 42,111 53,055

△ 56,522 △ 172,953 △ 13,566 944,554 投資活動収支 △ 87,997 △ 68,588 △ 17,417 927

615,869 442,915 429,349 1,373,903 財務活動収支 60,209 13,628 14,763 △ 29,161

△ 41,883 △ 158,212 △ 323 △ 7,774 業務活動収支 41,124 83,440 52,511 43,516

△ 51,557 △ 183,178 △ 21,620 946,417 投資活動収支 △ 91,018 △ 75,976 △ 23,970 △ 1,837

684,343 501,165 479,546 1,425,963 財務活動収支 58,147 10,004 11,035 △ 412

令和元年度末の純資産残高は1兆112億円で、資産の計上方法の変更などにより、前年度末に比べて9,258億円の増となった。
変動の主な内訳は、純行政コストによる減が1兆5,281億円、税収等による増が1兆3,411億円、国県等補助金の受入れによる増が1,604億円となっている。
本県は、地方交付税の代わりとしての臨時財政対策債の発行額が多く、税収等の財源が低くなっている。

令和元度末の現金預金残高は718億円で、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支及び歳計外現金の増減額を合わせた収支は224億円のプラスとなった。
財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を下回ったことから、166億円の減となっている。
また本年度末資金残高は前年度から219億円増加し、599億円となった。

分析： 分析：

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

固定資産は、資産の計上方法の変更などにより、886億円の増加となった。
また、負債は地方債（１年内償還予定地方債も含む）4兆6,604億円と退職手当引当金3,417億円が大部分を占めている状況である。
一方、地方債のうち1兆7,624億円は臨時財政対策債で、前年度に比べて263億円増加した。

経常費用は総額1兆6,063億円、経常収益は総額777億円で、費用と収益の差である純経常行政コストは1兆5,286億円となった。
経常費用のうち、職員の人件費が約35%を占めている状況である。
また、経常費用に対する経常収益の割合は約5％である。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

分析： 分析：

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
523,141,900 522,341,000 519,872,500 609,182,100 5,231,419 5,223,410 5,198,725 6,091,821 3,068,664 3,161,160 3,303,271 4,562,446

7,343,807 7,363,011 7,377,288 7,390,054 1,816,665 1,861,933 1,858,404 1,926,759 5,400,717 5,431,415 5,508,092 7,654,848

71.2 70.9 70.5 82.4 2.88 2.81 2.80 3.16 56.8 58.2 60.0 59.6

97.1 89.5 89.8 91.2 2.34 2.29 2.33 2.34 57.2 60.7 61.6 62.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
130,140 119,200 85,481 1,011,233 2,762,171 2,755,005 2,735,787 2,691,407 154,133,100 147,691,900 151,706,000 152,808,700

5,231,419 5,223,410 5,198,725 6,091,821 3,841,020 3,800,232 3,736,200 4,633,986 7,343,807 7,363,011 7,377,288 7,390,054

2.5 2.3 1.6 16.6 71.9 72.5 73.2 58.1 21.0 20.1 20.6 20.7

14.3 11.9 12.0 13.0 57.5 59.4 59.5 59.1 27.8 25.1 25.3 25.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
510,127,900 510,421,000 511,324,400 508,058,800 53,880 66,812 38,101 54,652 86,581 77,370 75,496 77,662

7,343,807 7,363,011 7,377,288 7,390,054 △ 23,810 △ 14,707 18,546 △ 11,486 1,623,391 1,552,322 1,595,399 1,606,261

69.5 69.3 69.3 68.7 30,070 52,105 56,647 43,166 5.3 5.0 4.7 4.8

83.2 78.8 79.0 79.3 5,776.9 26,658.9 33,719.2 20,856.8 4.3 4.3 4.4 4.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

受益者負担比率は類似団体平均をやや上回るが、維持補修費
や減価償却費などの物件費や所有外資産に係る移転費用など
は増加傾向にあると考えられるため、引き続き経常費用の縮減
に努める。

４．負債の状況

住民一人当たりの負債額は類似団体平均を下回っているが、
臨時財政対策債の発行額は増加傾向にある。なお、臨時財政
対策債を除く負債については、平成１４年度以降減少させてき
ており、引き続き県債の適切な管理に努めていく。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

住民一人当たりの行政コストは類似団体平均を下回っている
が、全国平均を下回る人口１０万人当たりの職員数で、効率的
な行政運営を行うことにより、人口一人当たりの人件費が少なく
なっているためと考えられる。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

純資産比率について、地方公共団体の資産として計上されない
３桁国道や一級河川等の管理を行っている一方で、それらの所
有外資産を整備するための地方債等に加え見合いの資産が無
い臨時財政対策債などが負債に計上されているため、例年類
似団体平均を大きく下回っていた。しかし、本県管理の所有外
施設（工作物）について、自己資産に資産計上の考え方を変更
したため、ほぼ平均値となった。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

住民一人当たり資産額が類似団体平均を下回っているが、本
県では県所有の河川等が無く、３桁国道を含めたこれらの所有
外資産に係る支出が費用となるためである。

有形固定資産減価償却率については、ほぼ平均値となってい
る。ファシリティマネジメントの観点から既存施設の有効活用や
適切な維持管理による長寿命化を進めているが、症例の耐用
年数により減価償却が進んでいくため、有形固定資産減価償却
率は今後も上昇していくと考えられる。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

120

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

住民一人当たり資産額（万円）

当該値 類似団体平均値

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

歳入額対資産比率（年）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

有形固定資産減価償却率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

純資産比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

将来世代負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

5

10

15

20

25

30

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

住民一人当たり行政コスト（万円）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

住民一人当たり負債額（万円）

当該値 類似団体平均値

0

1

2

3

4

5

6

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

受益者負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

△ 30,000
△ 20,000
△ 10,000

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

基礎的財政収支（百万円）

業務活動収支 投資活動収支 当該値 類似団体平均値

23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



61



62



63



64



65



66



67



68



69



70



71



72



73



74



75



76



77



78



79



80



81



82



83



84



85



86



87



88



89



90



91



92



93



94



95




